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【当日机上配布資料】 

１ 改正労働者派遣法の周知・広報の取組状況について 

２ 労働者派遣法の改正のお知らせ 

３ 労働契約申込みみなし制度の概要 

 



〇都内の派遣元事業所（約１万８千社）への改正労働者派遣法（概要）のリーフレット送付 （９月１８日） 

〇改正労働者派遣法（労働契約申込みみなし制度を含む）の説明会の開催 

 【開催回数】 
  平成２７年１０月１３日～１１月４日 （延べ１８回開催） 
 
 【参加状況（単位：人）】 
 
 
 
 
 
※その他、事業主団体等主催セミナーでの説明 ４回５５９社（７４３人）参加（11月16日現在） 

〇東京労働局のホームページ（ＴＯＰ）に改正労働者派遣法の関連情報の掲載 

   （改正法成立日（９月１１日）～）      

派遣元 派遣先 その他 
（派遣労働者や関係機関など） 

合計 

９,９２７ ７６４ ２０９ １０,９００ 

〇労働者派遣事業適正運営協力員（使用者団体、労働組合等）への周知の協力依頼  

１１月４日 日本教育会館（説明会風景） 

〇労働基準監督署・ハローワーク、東京都労働相談情報センター等での「改正労働者派遣法のお知らせ（リーフレット）」の掲示、配布  

〇改正労働者派遣法に係る特別相談窓口の開設 （９月３０日～）    

改正労働者派遣法の周知・広報の取組状況について 

   説明会の写真の追加 

（ＨＰ上のバナー表示） 

改正労働者派遣法が平成２７年９月１１日に成立し、９月３０日から施行されており、円滑な施行を図るため、関係機関と
連携し、派遣元事業主・派遣先・派遣労働者等に対する周知・広報に取り組んでいる。 



１．労働者派遣事業の許可制への一本化
○ 特定労働者派遣事業（届出制）と一般労働者派遣事業（許可制）の区別が廃止され、

すべての労働者派遣事業は、新たな許可基準に基づく許可制となります。

２．労働者派遣の期間制限の見直し
○ 改正前の、いわゆる「26 業務」への労働者派遣には期間制限を設けない仕組みが
見直され、施行日（平成27年9月30日）以後に締結された労働者派遣契約に基づく
労働者派遣には、すべての業務で、次の２つの期間制限が適用されます。

① 事業所単位の期間制限
派遣先の同一の事業所に対し派遣できる期間（派遣可能期間）は、原則、３年が限度となります。

派遣先が３年を超えて派遣を受け入れようとする場合は、派遣先の事業所の過半数労働組合等から
の意見を聴く必要があります。

② 個人単位の期間制限
同一の派遣労働者を、派遣先の事業所における同一の組織単位(いわゆる「課」や「グループ」等）

に対し派遣できる期間は、３年が限度となります。

※ ６０歳以上の労働者や無期雇用される労働者を派遣する場合などは①及び②の期間制限がかかりません。

３．派遣労働者の雇用安定とキャリアアップ
○ 派遣元事業主は、次の措置を講じることが必要となります。

① 派遣労働者に対する計画的な教育訓練や希望者へのキャリア・コンサルティング

② 派遣期間終了時の派遣労働者の雇用安定措置

（同一の組織単位に継続して３年間派遣される見込みがある方については義務、１年以上３年未満
の見込みの方については努力義務）

【雇用安定措置の内容】
（１）派遣先への直接雇用の依頼 （２）新たな派遣先の提供（合理的なものに限る）
（３）派遣元事業主による無期雇用 （４）その他雇用の安定を図るために必要な措置

○ 派遣先は、一定の派遣労働者に対し正社員の募集情報の提供等が必要となります。

４．均衡待遇の推進
○ 派遣労働者と、派遣先で同種の業務に従事する労働者の待遇の均衡を図るため、
派遣元事業主と派遣先に、それぞれ新たな責務が課されます。
◇派遣元事業主 均衡を考慮した待遇の確保（賃金決定、教育訓練・福利厚生の実施）に関する説明義務

◇派遣先 賃金水準の情報提供や教育訓練の実施、福利厚生施設の利用に関する配慮義務

労働者派遣法 平成27年改正 検索
厚生労働省のホームページにパンフレットや
資料が掲載されています。

【お問い合わせ先】 東京労働局需給調整事業部 ＴＥＬ 03-3452-1472・1474

労働者派遣法の改正のお知らせ
平成27年9月30日から施行されました






